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⚫ 改正ガス事業法の施行に際しては、第106条の3第1項の規定により、①使用するガス
の量の限度を定めてする使用制限の対象、及び②新たに供給を受けるガスの量の限度
を定めてする使用制限の対象を、それぞれガス事業法施行令で規定する必要がある。

⚫ 電気事業法では、電気事業法施行令において、使用電力量の限度を定めてする使用
制限及び受電電力の容量の限度を定めてする使用制限については、受電電力の容量
により規定しているところ、ガスの使用制限についても、①②のそれぞれについて、年間契
約量により対象を規定する。

⚫ 本日は、使用制限の対象となる需要家の案について御議論いただきたい。

本日の議論について
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⚫ 電気の段階的な需要対策においては、使用制限は10％以上の節電規模を想定した需要対策
の手段として整理。2011年の東日本大震災後の電気の使用制限では、東京・東北において
15％の使用制限を実施。使用制限の対象となる需要家の電力量が総電力量に占める割合は4
割程度。

⚫ ガスについても、電気の割合を参考に、10％台の需要対策の実施が可能な水準を念頭に置き、
使用制限の対象とする需要家層の年間ガス契約量の総量が全体に占める割合については、４割
程度としてはどうか。

⚫ ただし、ガスは電気と違い供給ネットワークが独立しており電気のような広域での融通ができないこと
から、主要な供給ネットワーク毎に状況を考える必要がある。このため、政令で定める一律の水準
については大口供給の割合が最も低い供給ネットワークに準拠しつつ、実際の使用制限実施の
段階で、各供給ネットワークの実態を踏まえ、各々について総供給量の４割程度となる年間ガ
ス契約量の水準を、省令・告示において定めることとしてはどうか。

⚫ 対象となる需要家数については、使用制限に先立ちガス小売事業者による個別の需要抑制の要
請が実施可能であり、かつ、電気の使用制限の前例も踏まえ、使用制限実施に際し、国による、
個別通知、緩和適用の調整、報告徴収によるガスの使用状況の把握が可能な水準とすること
適当ではないか。

⚫ また大口供給契約における、需給ひっ迫の際の需要調整の規定についても考慮してはどうか。

１．使用するガスの量の限度を定めてする使用制限についての考え方
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第54回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年10月17日）資料3
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第1回市場監視小委員会
（2005年４月）参考資料１
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第1回電力・ガス基本政策小委員会
（2018年9月20日）資料5
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第22回ガス事業制度検討
ワーキンググループ

（2022年8月5日）資料3
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（参考）大手・中堅9者の一般導管事業者の使用量別需要家層

（日本ガス協会調べ）



ガス供給契約における需要調整にかかる規定の例 【再掲】
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第21回ガス事業制度検討
ワーキンググループ

（2022年7月11日）資料3ー3
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⚫ 一般ガス導管事業者９者の年間使用量別の需要家層を見ると、ガス事業法上の大
口供給（10万㎥／年）の占める割合が最も小さい供給エリアにおいては、50万㎥／
年以上の需要家層が総供給量の4割程度を占めることから、政令で定める一律の水
準としては、50万㎥／年以上としてはどうか。

⚫ ただし、実施の段階では、各供給ネットワークにおいて4割程度となる水準を省令・告
示で定めることとする。

⚫ 年間供給量50万㎥以上の調定件数は、9者計で約3.3千件であり、電気の使用制限
の対象数と比較すると限定的と考えられる。

１ー１．使用するガスの量の限度を定めてする使用制限（案）
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１－２．ガスの使用制限の適用除外・緩和について

⚫ 適用除外・緩和の対象となる需要家については、電気の使用制限の制度も踏まえ、年
間のガス契約量が一定規模以上の需要家のうち、状況に応じて、また供給エリアの実情
を踏まえて、実施の段階で関係省庁等と調整した上で、省令・告示で定める。その際、
電気の使用制限の前例をよく踏まえて検討する。

⚫ 例えば、国民生活の安全若しくは衛生のために社会通念上稼働が必要と認められる
需要施設や人の生命若しくは身体の安全又は衛生の確保に関わる施設等は、適用
除外や緩和の対象とすることが適当。（例えば医療施設・老健施設、下水処理施設
等。）

⚫ ガスの使用制限を命令等する場合には、準備期間を設け、地域の実情や社会・経済
活動等への影響を十分に踏まえて、対象となる供給エリアの対象需要家や地方公共
団体、関係省庁等と、実施内容を調整する。

⚫ 対象となる需要家への周知については、需要家側で１ヶ月程度の準備期間をとること
ができるよう、事前に公示及び個別に通知するとともに、都道府県ごとに説明会等を開
催する。
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【参考】ガスの使用制限の適用除外・緩和について 電気事業法第27条に基づく
使用制限について
（平成23年6月）
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【参考】ガスの使用制限の適用除外・緩和について 電気事業法第27条に基づく
使用制限について
（平成23年6月）
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【参考】ガスの使用制限の適用除外・緩和について 電気事業法第27条に基づく
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【参考】ガスの使用制限の適用除外・緩和について 電気事業法第27条に基づく
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【参考】ガスの使用制限の適用除外・緩和について 電気事業法第27条に基づく
使用制限について
（平成23年6月）
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⚫ 電気事業法では、受電電力の容量の限度を定めてする使用制限の対象について、電
気事業法施行令において3000kW以上と規定。その上で、電気使用制限等規則で
は、経済産業大臣が指定する容量以上の受電電力をもって受電しようとする者等は、
受電開始の30日前までに経済産業大臣に届け出を行い、経済産業大臣は、「当該
受電が電気の供給の不足をもたらし、公共の利益を阻害するおそれがあると認められ
るときは、その事態を克服するため必要な限度において、当該受電の開始前に限り受電
しようとする容量を削減すべきことを勧告することができる。」と限定している。

⚫ ガスの使用制限についても、深刻な需給ひっ迫の状況において、新たなガス供給の開始
が供給ネットワーク全体のガスの供給不足をもたらすおそれがあると認められるときに、
新たに供給を受けるガスの量の限度を定めてする使用制限を発動することとなる。

⚫ ガスについては、供給ネットワークが独立しており電気のような広域での融通ができないこ
とや、電気と比べて供給ネットワークの規模の差が大きい（小規模な供給ネットワークが
存在）、という特徴を踏まえつつ、電気の使用制限の3000kW以上の受電電力とい
う規模や主な需要家の態様を参考にして水準を定めることとしてはどうか。

⚫ なお、使用制限の実施を必要とするような需給ひっ迫の状況においては、本規定の発動
を待つことなく、ガス小売事業者等による新たな供給が困難となる状況も想定する必要
がある。

２．新たにガスの供給を受けようとする需要家についての制限の考え方
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⚫ 受電電力の容量の限度を定めてする使用制限の対象である、受電電力の容量が
3000kW以上の需要家向けの電力販売量や主な需要家については、特別高圧
（2000kW）を参考とし、電力販売量に占める割合が3割弱、主な需要家は大規模
工場、大規模な商業施設、オフィスビル等。

⚫ 電気の制度を踏まえ、新たにガスの供給を受けることの制限の対象としては、全体の販
売量に占める割合が3割台となる年間契約量の層であり、主に大規模工場が需要家と
して想定される1,000万㎥／年以上を対象することとしてはどうか。

２．新たにガスの供給を受けようとする需要家についての制限の対象とする
年間契約量

販売量（供給量）
に占める割合

主な需要家

①ガス※ 年間供給量
1000万㎥以上

3割台 大規模工場、発電所等

②電気 特別高圧
（受電容量2000kW以上）

約3割 大規模工場、デパート、オフィスビル 等
（特別高圧の需要家）

（出典①）日本ガス協会調べ
※大手・中堅一般ガス導管事業者9社の令和3年度実績、45MJ/m³ベース
（出典②）令和3年度電力取引報


